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1. 協力対象事業名 

マケドニア旧ユーゴスラビア共和国 スコピエ周辺地域給水改善計画 

2. 我が国が援助することの必要性・妥当性 

(1) 我が国が当該国に対し援助することの必要性・妥当性 

我が国はマケドニア旧ユーゴスラビア共和国（以下、「マ」国）に対し、旧ユーゴ紛争周辺地域安定化支

援、同国の市場経済化支援の観点から援助の必要性が高いと判断し、94 年度に経済協力政策協議を実施し、

技術協力を開始したほか、95 年からノンプロジェクト無償資金協力および医療機材整備計画に対する無償

資金協力を開始した。96 年度からは草の根無償資金協力、開発調査（「全国総合水資源開発管理計画」等）

を実施、97 年 10 月には二国間公的債務 5 億 3,000 万円の債務救済（債務繰延）に合意した。 

また、99 年には、ユーゴスラビアのコソボ問題により生じた難民の受け入れ国に対する支援として、医

療機材供与、食糧増産援助、ノンプロジェクト無償資金協力の合計 22 億 7,400 万円を実施することを決定

し、我が国はマケドニアにとって最大の二国間ドナー国となっている。 

(2) プロジェクトの必要性・妥当性 

「マ」国の年間降水量は 400～1,000mm と地域的な偏差が大きく、1980 年代半ばから毎年のように渇

水が発生し、特に夏季の飲料水の不足が深刻である。また、主要河川がいずれも国際河川のためその開発

にあたっては下流国側への影響の回避が必須である。これら状況から総合的な水資源管理体制の確立が望

まれており、我が国は、1999 年に開発調査「全国総合水資源開発・管理計画調査」を実施し、「マ」国全

土を対象とする水資源開発・管理計画に係るマスタープラン（M/P）の策定を支援した。 

一方、「マ」国政府は 12 分野にわたる公共事業の長期計画を基に短期投資計画を策定している。2002 年

に策定された短期投資計画（Public Investment Programme of the Republic of Macedonia、2002-2004：

PIP）では上水道セクターの投資計画として我が国支援による M/P を基礎とする水源開発および水道整備計

画が示されており、本プロジェクト対象地域のうち 4 郡の水道施設整備計画が含まれている。また、PIP

の公共事業 12 分野の 3 ヵ年の総予算（1,246.13 mil US$）の中で、上下水道セクターの予算配分は第 3 位

（13.8％）となっており、「マ」国公共事業において水道施設整備の優先度が高いことを示している。 

本プロジェクトの対象であるスコピエ周辺の7郡20村落の給水施設は老朽化により給水量が不足してい

る。また、水道施設の未整備地域もあり、生活用水の主要な水源である浅井戸が汚水により汚染されてお

り、量・質ともに満足な給水が行われていないことが問題となっている。対象村落が属する 7 郡の水道普

及率は村落郡部では 18～78％、都市近郊の郡では 85％である。本計画の対象村落のみをみた場合、水道普

及率は 7%と郡内でも整備が遅れた地域であり、安全な水の安定的供給が緊急の課題となっている。 

3. 協力対象事業の目的（プロジェクト目標） 

スコピエ周辺の 7 郡 20 村落において、上水道施設を整備することにより、住民に安全な水が安定的に供給

される。 

4. 協力対象事業の内容 

(1) 対象地域 

スコピエ周辺 7 郡（ﾁｭﾁｬｰｻﾝﾃﾞﾎﾞ、ﾁｬｲﾙ、ｲﾘﾝﾃﾞﾝ、ｶﾞｼﾞﾊﾞﾊﾞ、ﾍﾟﾄﾛﾍﾞｯﾂ、ｽﾁｭﾃﾞﾆﾁｬﾆ、ｾﾞﾚﾆｺﾎﾞ）の 20 村

落 

(2) アウトプット 

 7 郡 20 村落に合計 8 つの上水道システム（取水施設、消毒施設、ポンプ場、配水池、送・配水管）が

整備される。 
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(3) インプット 

【日本側】 

送・配水管、配水池、取水施設、送水ポンプ場、消毒施設の補修・建設（引渡し時の運転指導含む） 

【相手国側】 

・ 日本側建設施設への電力引き込み工事、配水池・ポンプ場周辺のフェンスの建設 

・ 上水道システム運営・維持管理主体となる公共事業体職員の訓練 

(4) 総事業費 

概算事業費 7.76 億円（日本側 7.33 億円、「マ」国側 0.43 億円） 

(5) スケジュール 

詳細設計を含め約 23 ヶ月の工期を予定 

(6) 実施体制 

実施機関：運輸通信省 

5. プロジェクトの成果 

(1) プロジェクトの裨益対象の範囲及び規模 

スコピエ周辺 7 郡（ﾁｭﾁｬｰｻﾝﾃﾞﾎﾞ、ﾁｬｲﾙ、ｲﾘﾝﾃﾞﾝ、ｶﾞｼﾞﾊﾞﾊﾞ、ﾍﾟﾄﾛﾍﾞｯﾂ、ｽﾁｭﾃﾞﾆﾁｬﾆ、ｾﾞﾚﾆｺﾎﾞ）の 20 村

落 32,435 人 

(2) 事業の目的（プロジェクト目標）を示す成果指標 

項目 2002 年（実施前） 2008 年（実施後） 

対象村落における給水人

口、水道普及率 

2,274 人（7%） 32,435 人（100%） 

給水量 30～100 ㍑/人/日 65～150 ㍑/人/日 

水質 20 村中 17 村で水質基準値不適合 全村で基準値適合 

給水時間 一部 24 時間（断水は多い） 24 時間 

*1：村落調査結果、未整備地域の住民の水使用量も含む。村落毎の生活環境の差により給水量が異なる。 

6. 外部要因リスク 

・完成した施設から各戸への給水管の接続が、住民負担により遅滞なく実施される。 

・対象地域において人口の急激な増加がない。 

・自然条件等の変化による水源水質の急激な悪化がない。 

7. 今後の評価計画 

(1) 事後評価に用いる成果指標 

給水人口、給水普及率、給水量、水質（水質検査適合率）、給水時間 

(2) 評価のタイミング 

2008 年以降 
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